
東京都豪⾬対策基本⽅針（改定）【概要版】 2023年12⽉

⽬標降⾬と各施策の役割分担

【背景】
• 気候変動の影響により、豪⾬が激甚化・頻発化
• ⽔害リスクの増加に対応するため、基本⽅針を改定

改定の背景とポイント
• 気候変動により激甚化・頻発化する豪⾬に対して、安全・安⼼なまちを⽬指す
• 気候変動に伴う降⾬量の増加（1.1倍）に対応するため、⽬標降⾬を引き上げ
• ⽬標降⾬に対して、主に河川整備、下⽔道整備、流域対策で浸⽔被害を防⽌
• ⽬標を超える降⾬に対しても、５つの施策を組み合わせて、もしもに備える
• 重点的な対策強化によって事業効果を早期発現し、都内全域で段階的に事業展開

豪⾬対策の基本⽅針

豪⾬対策の現状と課題

気候変動に伴う１.１倍の降⾬量に対応
気候変動を踏まえ、⽬標降⾬を増加

都内全域で ＋１０ミリ
都内全域で気候変動を踏まえた年超過確率１／２０規模相当※

世界平均気温の変化(IPCC第6次報告書)

パリ協定の⽬標
約２℃上昇シナリオ

2050年度頃までに1.5〜２℃程度上昇

2019(R元)年10⽉12⽇
秋川（あきる野市）

現状の
⽬標降⾬

⽬標降⾬の引き上げ
もしも
の備え

河川・下⽔道
（流下施設等）

河川・下⽔道
（貯留施設等）

流域対策

家づくり・
まちづくり

避難

気候変動
に対応する
ための
⽬標降⾬

＋１０ミリ

浸⽔被害
を防⽌

河川整備
・河道整備に加え、
調節池や地下河川
の整備など

流域対策
・⾬⽔流出抑制の
⽀援充実

・協働を促す
広報強化など

下⽔道整備
・幹線や貯留施設の整備
・市町村の公共下⽔道への
補助拡充など

家づくり・まちづくり対策
・⾼台まちづくりやグリーンインフラ
による⽔害に強いまちづくりなど

避難⽅策
・リスク情報の発信強化
・地域の防災⼒向上など

１ 豪⾬リスク増加への対応

２ 事業効果の早期発現

3３ 地域特性に合わせた対策⼿法

４ あらゆる関係者の協働

５ 予想を超える降⾬への備え

豪⾬災害の機会と規模の増加

ハード整備に要する期間

⾬の降り⽅や整備主体の違い

ハード整備を超える災害リスク

気候変動の予測の振れ幅

※降⾬量変化倍率1.1倍を考慮（区部の場合85㎜/h）

• 気候変動に対応するため⽬標降⾬を引き上げ ＋10ミリ
• これまでの対策の強化に加え、新たな施策を展開
• 対策を先⾏するエリアを設定し、都内全域で段階的に事業展開
• ⽬標を超える降⾬にも備える（もしもの備え）

【ポイント】

※⽬標を超える降⾬に対しては、リスクの軽減や許容することを含めて、もしもに備える

対策強化の凡例

：【河川整備】対策強化流域

：【下⽔道整備】重点地区

多摩部 区部

気候変動により激甚化・頻発化する豪⾬に対して安全・安⼼なまち

段階的な事業展開

重 点 的 な 対 策 強 化

重点的な対策強化 気候変動により激甚化・頻発化する
豪⾬に対して安全・安⼼なまち

事業効果の早期発現 対策強化の拡⼤

段階的な事業展開

⽬標降⾬は都内全域で気候変動を踏まえた1/20規模相当（区部と多摩部の降⾬特性の違いから多摩部の場合時間75㎜/h）



具体的な取組（豪⾬対策の５つの施策）

豪⾬対策の更なる推進に向けて
気候変動に対応した強靭で持続可

能な⾸都東京を⽬指し、豪⾬対策を
着実に推進

施策１ 外⽔はん濫を防ぐ「河川整備」

施策２ 内⽔はん濫を防ぐ「下⽔道整備」

• 気候変動を踏まえた年超過確率1/20の規模の降⾬に対応
• 降⾬量増加分には主に調節池等による対応を基本に、効率的・効果的な対策を実施
（流下施設（地下河川等）の整備や複数調節池の連結など）

幹線や貯留施設などの基幹施設を整備 補助による公共下⽔道の浸⽔対策⽀援

複数調節池の連結によるネットワーク化流下施設（地下河川等）の整備

施策３ ⾬⽔の流出を抑える「流域対策」

あらゆる関係者による⾬⽔流出抑制 「知ってもらう」「取り組んでもらう」広報

施策４ ⽔害に強い「家づくり・まちづくり対策」

地下街等の⽔害対策の推進都市開発等における
レインガーデンや緑地の創出

避難場所にもなる
⾼台まちづくり

施策５ ⽣命を守る「避難⽅策」

⽔害に強い東京に向けて
みんなで取り組んでいく

みんなで取り組むためのPRや防災教育など

これまでの取組を加速・強化

• あらゆる関係者による⾬⽔流出抑制の取組への⽀援充実
• 流域対策の協働を促す広報強化など

• 浸⽔予測の充実や河川⽔位等の情報発信強化
• ⽔害リスク等の情報を活⽤した地域の防災⼒向上など

「知る」「伝える」「⾏動する」

• 浸⽔の危険性が⾼い地区を重点化し、幹線や貯留施設などの基幹施設の整備を推進
• 多摩部における市町村への補助による公共下⽔道の浸⽔対策⽀援など

• ⾼台まちづくり、グリーンインフラ等の⽔害に強いまちづくりの推進
• 地下街における⾏政と管理者間の連携強化や避難訓練等の⽔害対策の推進など

リスク情報発信強化による避難・防災⾏動の促進

取組をＰＲし、
取組を称える・紹介する仕組み

※図・写真はイメージ
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豪⾬対策を進める計画や取組の推進
都⺠や企業への情報発信強化
最新の技術や知⾒の活⽤
みんなで取り組むための「⼈づくり」
 PDCAサイクルによる事業推進

降⾬情報

リスク情報の発信強化
避難、防災活動等の選択・⾏動

はん濫危険情報

ハザードマップ

浸⽔予想区域図

河川監視カメラ

⽬標の引き上げ 効果的・効率的な事業推進 地域と連携した対策促進 協働を促す機運醸成 ⽔害に強いまちづくり


